














Employment of People with Disabilities, CSR  
and the Social Responsibilities of Consumers
Akira Imai
Abstract: In order  to  sustainable advance  the employment of people with disabilities,  it  is 
important  for such employment  to  firmly  take  root as one aspect of CSR efforts and also as an 
evaluation criterion in the market, as well as to become a major challenge to be tackled in corporate 























　平成 23 年 6 月 1 日現在における障害者雇用状況 15）をみると、企業の実雇用率は、前年まで
6 年連続して上昇していたが、短時間労働者の法定雇用率算入の影響により平成 23 年は前年
より 0.03 低い 1.65％となった。しかし、企業に雇用される障害者の人数は 36 万 6,199 人と過
































































































































































































































































































































































































（注 14）　高齢・障害者雇用支援機構の研究報告書 18）は、既存調査（「CSR に関する消費者意
識調査」（NTTデータスミス）、「CSR （企業の社会的責任）に関するアンケート調査」
（2009 年 9 月 15 日　（社）日本団体連合会））の結果から、本文記述のような分析を
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